
















査をすることは不可能に近いとのことから，福島県と交流のあるウメオ市のマリー・ルイズ・

レンマーク市長が特別に受け入れてくださったのです。夏の休暇のために，この時期に別荘等

の手入れをする人が多いということで，休暇を大切にするスウェーデンの人々の生活のあり様

を垣間見たように思います。

５日は，知事の欧州調査団，スウェーデンＬＬ事業ミッション団とともに，ウメオ大学を訪

問し，様々なプログラムに参加しました。その中で，ウメオ市の保育担当者のレナート・ヨン

ソン氏等から市の保育行政と保育の実際について，ウメオ市のオーロラ・モベルグ氏から市の

男女平等政策について，それぞれ説明を受けることができました。また，ウメオ市のサンドバ

ッケン保育所も見学しました。この保育所でも，子どもたちの活動ごとに様々な空間が用意さ

れており，日本の各クラス原則一部屋という保育所を見』償れた目には，新鮮に映りました。

６日はストックホルムに場所を移し，午後，使用者連盟を訪問し，ホーカ・エリクソン氏か

ら，雇用の場における男女平等，仕事と家庭の両立支援に関する企業の取組みについて説明を

受けました。スウェーデンの企業は，優秀な人材の確保，多様な意思の企業活動への反映，従

業員の働きやすい職場環境の維持等の市場からの要請により，男女平等，両立支援に取組んで

います。具体的には，育児中の短時間勤務選択制度，育児休業中の所得保障の上乗せ（法定８

割に対して企業が独自に上乗せし９割とするなど),女性従業員のネットワーク作りへの支援，

ノー残業への取組み，８時前あるいは１６時半以降の会議の禁止，在宅勤務制度の導入など，

様々な取組みがなされています。具体的な事例が多数紹介され，大変参考になりました。

７日は，労働省男女平等部を訪問し，ピルギッタ・オーセスコーグ氏やヘレーナ・ハーゲル

ロード氏から，スウェーデンのジェンダー主流化政策について説明を受けました。１９８０年の

雇用機会均等法制定により，女性の労働力率が高くなりました。１９７４年に導入された育児休

業制度については，１５ケ月のうちの２ケ月をパパ月として割り当てる改正により男性の取得

率が上昇しました。１９９９年には罰則付きの買春防止法も施行されています。こうして，スウ

ェーデン社会は，着々と男女平等への道を歩んでいるのです。さらに，パート労働に関する規

制や企業の役員会へのクオータ制等の導入も検討されているそうです。

同日午後には，文部科学省を訪問し，ウルスラ・アルムブルスター氏から保育サービスにつ

いて，ケント・エリクソン氏から男女平等政策について説明を受けました。子どもが保育サー

ビスを受けつつ学び育つことを重視するという考えから，保育行政の所管が社会省から文部科

学省に移されています。保育所の整備が進み，現在１歳から５歳までの子どもの７７％が施設

サービスを受けており，利用希望者の要求をほぼ満たすことができるようになっています。な

お，保育ママの利用者は６％程度です。ＧＤＰの２％（国防費も同程度）を児童福祉に充てるこ

とにより，質の高い保育サービスが確保されています。また，スウェーデンの男女平等政策の

特徴は，小さいときから徹底した男女平等教育を行なうという点にあります。そのための詳細

なカリキュラムが作成されており，国は，５年に１度自治体に男女平等教育に関する報告書の

提出を求め，各自治体に男女平等教育担当者を配置する予算を組んでいます。

８日には，ストックホルム市のオープン保育所を訪問し，施設長のケルステイン・オケージ

ン氏から説明を受けました｡訪問したオープン保育所の利用者は0歳から１００歳までといわれ

るだけあって,育児休業中の親と子,保育ママ，高校生などなど様々な人々が訪れていました。

建物自体は質素ですが，広大な敷地を擁しており，人々が三々五々集まり，あちらこちらで思

い思いに過ごしていました。平日の午前中にもかかわらず，子どもを連れた父親の姿が目立ち
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ましたが，育児休業期間中の父親が，子どもとの時間を楽しむため，また自分自身も楽しむた

めに利用するのだそうです。

午後は最初に労働総同盟を訪問し，トード・ペーターソン氏とオーサ・フォルセル氏から説

明を受けました。労働総同盟は，１０８年前に創設され，組織率８０％以上を誇るブルーカラーの

労働組合で，女性組合員の割合は，現在４６％です。社会に対する強い発言力を保持していま

す。組合としては，男性の育児参加を促進するため，育児休業の父親割割当を見直し，３分の

１は父親，３分の１は母親，残りは自由にという提案をしているそうです。

最後の訪問となった社会省では，シヴ・テイランダー氏から「両親ともども働きながら子ど

もを育てる」ということを基本に据えるスウェーデンの家族政策について説明を受けました。

1971年に課税単位が世帯から個人に変更されたことが，スウェーデンの女性の社会進出を促

進したこと，育児休業中の所得を８割保障する両親保険の充実が育児休業を定着させたことな

どの説明を受けました。手厚い家族政策が展開されているなかで，片親家庭への支援について

は，課題が残されているそうです。

以上が，２週間にわたる調査の概要です。

おわりに：男性も子育てを，社会全体で子育てを

今回の調査から，安心して子どもを生み育てることのできる環境をつくるためには，保育サ

ービスの充実，仕事と家庭の両立を可能とする雇用環境の整備，男女共同参画の推進という３

点が重要であるということを結論として引き出すことができるでしょう。就学前の保育サービ

スのみならず就学後の学童保育を整備することにより，親は安心して働くことができます。ま

た，労働時間の短縮や育児休業制度の定着により，仕事と子育ての両立が容易になります。さ

らに，男女共同参画の進展により，子育て中の女性も男性も生きがいをもって働くことができ

るようになります。

「百闇は一見に如かず」といいますが，今回の調査が子育て支援をテーマとしていたことも

あり，訪問先の説明者には殊のほか女性が多く，管理的な立場への女性の進出が着実に進んで

いることが分かりました。また，充実した保育施設等をみることにより，高福祉高負担政策の

現実を知ることもできました。福島県でも，今回の海外調査の結果を踏まえ，女性も男性も楽

しみながら子育てを，社会全体で子育てをという社会が実現されることを願っています。
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1996年「らい予防法」廃止「らい予防法の廃止に関する法律」施行

国は“これほどまでに「らい予防法」の廃止がおくれたこと，，を謝罪

極めて不備な社会復帰支援策（100万円の支度金、社会生活は公的支援で）

1998年「らい予防法違憲国家賠償請求訴訟」提訴（７月３１日）

2001年熊本地裁判決、原告（患者側）全面勝訴（５月１１日）

2001年第３回ハンセン病問題対策協議会（１２月２５日）

①謝罪・名誉回復②在園保障③社会復帰・社会内生活支援④真相究明等

８）ハンセン病問題に関する検証会議（2002年１０月２６日）

第三者機関による検証，日弁連法務研究財団（事務局）

座長金平輝子副座長内田博文

その他１１人弁護士２、国立療養所長１，全療協１，全原協１

マスコミ４，検討会から２人

基本的立場

被害者の立場からの徹底的検証。検証会議は公開で行う

被害の現場の検証を重視（全国の療養所における検証会議、韓国、台湾へも）

2005年３月１日最終報告書の提出（２９項目にわたる検証、1500ページ）

内容

歴史的検証

被害実態調査（被害の全体像の解明）

胎児等標本の検証

各界における検証医学、法曹、福祉、教育、宗教、（文学）

提言（再発防止のため）

①患者・被害者の諸権利の法制化

②政策決定過程における科学性・透明性をの確保

③人権擁護システムの整備

④公衆衛生等における予算編成上の留意点

⑤被害の救済・回復

⑥正しい医学的知識の普及・啓発

⑦人権教育の徹底

⑧資料の保存・開示等

⑨「ロードマップ委員会」（仮称）の設置

9）「再発防止委員会」の開催（2006年３月２９日）

座長多々羅浩三放送大学教授（元、日本公衆衛生学会会長）

その他１８人

10）全国の療養所における胎児等の慰霊式典
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